
一般会計等 千曲坂城消防組合会計 【様式第1号】
令和元年度

貸借対照表
(令和02年03月31日現在)

(単位:円)
科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
　固定資産 1,171,293,377 　固定負債 1,311,690,105
　　有形固定資産 1,171,293,377 　　地方債 731,160,830
　　　事業用資産 890,513,947 　　長期未払金 -
　　　　土地 160,067,217 　　退職手当引当金 580,529,275
　　　　立木竹 - 　　損失補償等引当金 -
　　　　建物 1,021,593,456 　　その他 -
　　　　建物減価償却累計額 △291,146,726 　流動負債 261,058,895
　　　　工作物 - 　　1年内償還予定地方債 121,742,002
　　　　工作物減価償却累計額 - 　　未払金 -
　　　　船舶 - 　　未払費用 -
　　　　船舶減価償却累計額 - 　　前受金 -
　　　　浮標等 - 　　前受収益 -
　　　　浮標等減価償却累計額 - 　　賞与等引当金 136,584,129
　　　　航空機 - 　　預り金 2,732,764
　　　　航空機減価償却累計額 - 　　その他 -
　　　　その他 - 負債合計 1,572,749,000
　　　　その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
　　　　建設仮勘定 - 　固定資産等形成分 1,139,047,082
　　　インフラ資産 - 　余剰分(不足分) △1,396,202,400
　　　　土地 -
　　　　建物 -
　　　　建物減価償却累計額 -
　　　　工作物 -
　　　　工作物減価償却累計額 -
　　　　その他 -
　　　　その他減価償却累計額 -
　　　　建設仮勘定 -
　　　物品 964,911,743
　　　物品減価償却累計額 △684,132,313
　　無形固定資産 -
　　　ソフトウェア -
　　　その他 -
　　投資その他の資産 -
　　　投資及び出資金 -
　　　　有価証券 -
　　　　出資金 -
　　　　その他 -
　　　投資損失引当金 -
　　　長期延滞債権 -
　　　長期貸付金 -
　　　基金 -
　　　　減債基金 -
　　　　その他 -
　　　その他 -
　　　徴収不能引当金 -
　流動資産 144,300,305
　　現金預金 39,908,917
　　未収金 -
　　短期貸付金 -
　　基金 104,291,388
　　　財政調整基金 104,291,388
　　　減債基金 -
　　棚卸資産 -
　　その他 100,000
　　徴収不能引当金 - 純資産合計 △257,155,318

資産合計 1,315,593,682 負債及び純資産合計 1,315,593,682



一般会計等 千曲坂城消防組合会計 【様式第2号】
令和元年度

行政コスト計算書
自 令和元年04月01日
至 令和02年03月31日

(単位:円)
科目 金額

　経常費用 882,746,464
　　業務費用 815,677,169
　　　人件費 709,395,210
　　　　職員給与費 566,790,558
　　　　賞与等引当金繰入額 136,584,129
　　　　退職手当引当金繰入額 -
　　　　その他 6,020,523
　　　物件費等 105,439,986
　　　　物件費 87,121,948
　　　　維持補修費 16,783,428
　　　　減価償却費 -
　　　　その他 1,534,610
　　　その他の業務費用 841,973
　　　　支払利息 679,062
　　　　徴収不能引当金繰入額 -
　　　　その他 162,911
　　移転費用 67,069,295
　　　補助金等 65,923,495
　　　社会保障給付 -
　　　他会計への繰出金 -
　　　その他 1,145,800
　経常収益 13,779,317
　　使用料及び手数料 1,632,350
　　その他 12,146,967
純経常行政コスト 868,967,147
　臨時損失 -
　　災害復旧事業費 -
　　資産除売却損 -
　　投資損失引当金繰入額 -
　　損失補償等引当金繰入額 -
　　その他 -
　臨時利益 -
　　資産売却益 -
　　その他 -
純行政コスト 868,967,147



一般会計等 千曲坂城消防組合会計 【様式第3号】
令和元年度

純資産変動計算書
自 令和元年04月01日
至 令和02年03月31日

(単位:円)

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

前年度末純資産残高 △340,878,171 1,090,703,547 △1,431,581,718
　純行政コスト(△) △868,967,147 △868,967,147
　財源 952,690,000 952,690,000
　　税収等 952,690,000 952,690,000
　　国県等補助金 - -
　本年度差額 83,722,853 83,722,853
　固定資産等の変動（内部変動） 48,343,535 △48,343,535
　　有形固定資産等の増加 28,864,978 △28,864,978
　　有形固定資産等の減少 - -
　　貸付金・基金等の増加 27,128,557 △27,128,557
　　貸付金・基金等の減少 △7,650,000 7,650,000
　資産評価差額 - -
　無償所管換等 - -
　その他 - - -
　本年度純資産変動額 83,722,853 48,343,535 35,379,318
本年度末純資産残高 △257,155,318 1,139,047,082 △1,396,202,400



一般会計等 千曲坂城消防組合会計 【様式第4号】
令和元年度

資金収支計算書
自 令和元年04月01日
至 令和02年03月31日

(単位:円)
科目 金額

【業務活動収支】
　業務支出 882,049,733
　　業務費用支出 814,980,438
　　　人件費支出 708,698,479
　　　物件費等支出 105,602,897
　　　支払利息支出 679,062
　　　その他の支出 -
　　移転費用支出 67,069,295
　　　補助金等支出 65,923,495
　　　社会保障給付支出 -
　　　他会計への繰出支出 -
　　　その他の支出 1,145,800
　業務収入 966,451,586
　　税収等収入 952,690,000
　　国県等補助金収入 -
　　使用料及び手数料収入 1,632,350
　　その他の収入 12,129,236
　臨時支出 -
　　災害復旧事業費支出 -
　　その他の支出 -
　臨時収入 -
業務活動収支 84,401,853
【投資活動収支】
　投資活動支出 55,993,535
　　公共施設等整備費支出 28,864,978
　　基金積立金支出 27,128,557
　　投資及び出資金支出 -
　　貸付金支出 -
　　その他の支出 -
　投資活動収入 7,650,000
　　国県等補助金収入 -
　　基金取崩収入 7,650,000
　　貸付金元金回収収入 -
　　資産売却収入 -
　　その他の収入 -
投資活動収支 △48,343,535
【財務活動収支】
　財務活動支出 85,489,222
　　地方債償還支出 85,489,222
　　その他の支出 -
　財務活動収入 32,400,000
　　地方債発行収入 32,400,000
　　その他の収入 -
財務活動収支 △53,089,222
本年度資金収支額 △17,030,904
前年度末資金残高 54,207,057
本年度末資金残高 37,176,153

前年度末歳計外現金残高 2,855,491
本年度歳計外現金増減額 △122,727
本年度末歳計外現金残高 2,732,764
本年度末現金預金残高 39,908,917



１．重要な会計方針 

 

(1)資産の評価基準及び評価方法 

ア 昭和 59年度以前に取得したもの・・・・・・・再調達原価 

 原則として取得原価不明なものとして再調達原価とします。 

イ 昭和 60年度以後に取得したもの 

 取得原価が判明しているもの ・・・・・・・・・取得原価 

 取得原価が不明なもの ・・・・・・・・・・・・再調達原価 

ウ 適正な対価を支払わずに取得したもの ・・・・再調達原価 

 原則として再調達原価とします。 

エ 開始時に計上しない資産 

 ①既に耐用年数を過ぎているもの 

 ②表示登録が行われていない法定外公共物(里道(赤線)や水路(青線)など) 

 なお、償却資産が耐用年数を経過した後においても存在する場合は、原則として

備忘価額１円を計上しております。 

   

 (2)有形固定資産等の減価償却の方法 

  資産ごとに定額法によって行います。 

  主な耐用年数は以下のとおりです。 

   建物・・・・・・ ３８年 ～ ５０年 

   物品・・・・・・  ３年  ～  １０年 

  

(3)引当金の計上基準及び算定方法 

  ア 退職手当引当金 

   退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職

手当として支給された額に、組合における積立金額の運用益のうち組合へ按分され

る額を加算した額を控除した額を計上しています。 

  イ 賞与等引当金 

   翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当、並びにそれらに係る法定福利費相

当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上していま

す。 

 

(4)リース取引の処理方法 

 ア ファイナンス・リース取引 

   ① リース総額が 300万円以上のファイナンス・リース取引は通常の売買取引に

係る方法に準じた会計処理を行っています。 



   ② リース総額が 300万円未満のファイナンス・リース取引は通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 イ オペレーティング・リース取引 

  通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

(5)資金収支計算書における資金の範囲 

   キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、

随時引き出しが可能な預金からなっております。 

  

 (6)その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

  ア 物品及びソフトフェアの計上基準 

    物品については、取得価額又は見積価格 50万円以上の場合に資産として計上し

ています。 

    ソフトウェアについても物品の取扱に準じています。 

  イ 資本的支出と修繕費の区分基準 

    資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が 60万円未満であるとき、ま

たは固定資産取得価額等の概ね 10％未満相当額であるときに修繕費として処理して

います。 

 

２．重要な会計方針の変更等 

  なし 

 

３．追加情報 

  財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項は次のとおりです。 

 (1) 出納整理期間 

    企業会計方式を採用している会計では、出納整理期間がなく 3月末日現在で一般

会計等に対する未収金・未払金等として計上しているため出納整理期間中に支払わ

れたものについては、これらを現金決済したものとして調整しています。 

 (2) 純資産における固定資産等形成分及び余剰分(不足分)の内容 

  ア 固定資産等形成分 

   固定資産の額に流動資産における基金等を加えた額を計上しています。 

  イ 余剰分(不足分) 

   純資産合計額の内、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

※固定資産台帳については、総務課管理係へお問い合わせください。 


